
国 庫 支 出 金 国保事業の健全な運営と円滑な推進のため、国が行う各種の負担金・補助金です。

療養給付費交付金
退職被保険者の医療給付に要する費用に充てるための交付金です。その財源は被
用者保険等から拠出されます。

前期高齢者交付金
65歳から 74歳までの方の加入率が全国平均を上回る市町村国保に交付される交
付金です。

県 支 出 金 県が行う各種の負担金・補助金です。

共 同 事 業 交 付 金
高額な医療費の発生が国保財政に与える影響を緩和し、市町村国保間の平準化を
図るために、市町村国保が一定の割合で拠出金を出し合い、国・県の財政支援を
受け交付される交付金です。 

繰 入 金 一般会計からの繰入金です。

●歳　入

総 務 費 各種事務費等国保事業を運営するために必要な一般的経費です。

保 険 給 付 費
療養給付費・療養費・高額療養費・出産育児一時金・葬祭費など、医療機関また
は国保加入者に支払うための費用です。

後期高齢者支援金
後期高齢者医療制度のもとで、国保が後期高齢者の医療費の支払いのために負担
する支援金です。

前期高齢者納付金
歳入の前期高齢者交付金のもとで、保険者から納付される概算前期高齢者納付金
を財源にして、交付対象保険者に均等に交付されている納付金です。

介 護 納 付 金 介護保険制度のもとで、国保が介護給付費の支払いのために負担する納付金です。

共 同 事 業 拠 出 金 歳入の共同事業交付金に充てるために、市町村国保が拠出するための費用です。

●歳　出
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国保税率が改正されます
平成３０年度から、和歌山県が国民健康保険の財政責任主体となります。制度改正に伴い、国
からの交付金が増額され、所得割、均等割、平等割については引き下げ、資産割につきましては、
廃止となります。

また、地方税法の改正に伴い次のとおり変更となります。
・医療分に係る賦課上限額
が引き上げとなります。

・均等割額及び平等割額の軽減対象となる世帯の所得が拡大されます。

歳　入
22億
972万7千円

歳　出
20億

9,764万5千円

諸支出
528万3千円
（0.25%）

諸支出
528万3千円
（0.25%）

総務費
3,279万3千円
（1.56%）

総務費
3,279万3千円
（1.56%）

諸収入
1,826万1千円
（0.83%）

諸収入
1,826万1千円
（0.83%）

繰入金
1億6,844万3千円
（7.62%）

繰入金
1億6,844万3千円
（7.62%）

県支出金
1億3,498万7千円
（6.11%）

県支出金
1億3,498万7千円
（6.11%）
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平成 28年度決算

保険給付費
11億5,961万4千円
（55.28%）

国民健康保険税
4億4,303万4千円
（20.05%）

共同事業交付金
5億801万6千円
（22.99%）

後期高齢者支援金 2億3,401万1千円（11.16%）
介護納付金 9,971万6千円（4.75%）
前期高齢者納付金 16万6千円（0.01%）

療養給付費交付金
5,493万5千円（2.49%）

前期高齢者交付金
3億4,465万4千円（15.60%）

保険事業費 2,059万2千円（0.98%）

共同事業拠出金
5億4,546万6千円
（26.00%）

国庫支出金
5億3,739万5千円
（24.32%）

改正前 改正後 増減幅

医 療 分

所得割（％） 9.25 → 9.10 － 0.15
資産割（％） 45.00 → 0.00 － 45.00
均等割（円） 27,600 → 27,500 － 100
平等割（円） 28,800 → 23,600 － 5,200

介 護 分
所得割（％） 3.55 → 2.70 － 0.85
均等割（円） 10,000 → 9,500 － 500
平等割（円） 8,000 → 6,600 － 1,400

後期支援分
所得割（％） 3.20 → 2.80 － 0.40
均等割（円） 8,000 → そのまま
平等割（円） 7,000 → 6,400 － 600

平成２９年度 平成３０年度
５４万円 ５８万円

軽減
割合 平成 29年度 平成 30年度

５割 33 万円＋ (27万円×世帯の被保険者数 ) 以下 33万円＋ (27.5 万円×世帯の被保険者数 ) 以下

２割 33 万円＋ (49万円×世帯の被保険者数 ) 以下 33万円＋ (50万円×世帯の被保険者数 ) 以下
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